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１ 趣旨 

  この募集要領は、令和８年度以降の宇部市見守り安心コールサービス事業の受託者を、

公募型プロポーザル方式（以下「本プロポーザル」という。）により選定するために必要な

事項を定める。 

  

２ 業務概要 

（１）業務名 

宇部市見守り安心コールサービス事業業務委託 

（２）内容 

   別紙「宇部市見守り安心コールサービス事業業務委託仕様書」（以下「仕様書」とい

う。）のとおり 

（３）委託期間 

   令和８年（２０２６年）４月１日～令和１３年（２０３１年）３月３１日まで 

  ※長期継続契約による５年間契約であり、予算の都合その他やむを得ない理由があると

  きは契約を解除する。この契約の解除により、損害が生じたときの賠償については、

  別途協議とする。 

（４）提案上限額 

   ①業務委託料（別紙仕様書の５業務内容（１）～（９）対象） 

        提案上限月額 １，６２８円/１件（消費税及び地方消費税を含む） 

   ②緊急通報装置レンタル料 

        提案上限月額 １，１２２円/１件（消費税及び地方消費税を含む） 

   ③固定電話回線不要の緊急通報装置に対応するための費用（別紙仕様書の７緊急通報

   装置等について（２）対象） 

        提案上限月額 １，１００円/１件（消費税及び地方消費税を含む） 

   ④安否確認センサー又は人感センサー料（別紙仕様書の５業務内容（１０）対象） 

        提案上限月額 １，１００円/１件（消費税及び地方消費税を含む） 

    ※本業務利用者のうち、希望者のみ設置 

 

３ 応募の資格要件 

本プロポーザルに応募できる者は、次の要件を全て満たす者とする。 

（１）宇部市が課税する全ての税、法人税、消費税及び地方消費税の滞納がないこと。 

（２）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定により、本

市における一般競争入札等の参加を制限されていないこと。 

（３）公募開始の日から契約締結日までの間において、会社更生法（平成１４年法律第

１５４号）に基づく更生手続開始の申立て、又は民事再生法（平成１１年法律第２

２５号）に基づく再生手続開始の申立てをしていないこと（手続開始決定後は除

く。）。 

（４）破産法（平成１６年法律第７５号）に基づき、破産手続開始の申立てをしていな

い者又は破産開始の申立てがされていない者（手続開始決定後は除く。）。 

（５）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２

条第２号に規定する暴力団及び同条第６号に規定する暴力団員である役職員を有す
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る団体並びにそれらの利益となる活動を行うものでないこと。 

（６）政治団体（政治資金規正法(昭和２３年法律第１９４号)第３条に規定する団体）

及び宗教団体（宗教法人法(昭和２６年法律第１２６号)第２条の規定による団体）

に該当しないこと。 

（７）プライバシーマーク制度の認定を受けていること。 

（８）本業務と同様の事業について、参加表明書提出日から過去５年間において自治体

との契約実績を３０以上有すること。 

 ※共同事業体を結成して応募する場合、上記（１）～（７）の要件は全ての構成団体

が満たすこととし、（８）の要件はいずれかの構成団体が満たすこと。 

 

４ 実施スケジュール  

項目 日程 備考 

プロポーザル公募開始 令和８年１月１４日（水） 宇部市公式ウェブサイトに

掲載 

募集に関する質問受付期間 令和８年１月１５日（木）から 

令和８年１月２１日(水)午後４時３０

分まで 

電子メールで受付 

質問における回答の公表 令和８年１月２３日（金） 宇部市公式ウェブサイト上

で回答 

参加表明書の提出期限 令和８年１月２６日（月） 

午後４時３０分まで 

必着（持参又は郵送） 

参加資格選定の結果通知 令和８年１月２８日（水） 電子メールで通知 

企画提案書等の提出期間 令和８年１月２９日（木）から 

令和８年２月９日(月) 午後４時３０分

まで 

必着（持参又は郵送） 

委託先選定委員会 令和８年２月１７日(火) 応募者との対面（書類審査・

プレゼンテーション）によ

る選定 

選定結果の通知発送 

ウェブサイト掲載 

令和８年２月２０日(金) 
応募者に別途通知 

契約締結 令和８年４月１日(水) 予定 

 

  ＜募集に関する質問の受付＞ 

（１）提出期間 令和８年１月１５日(木)から令和８年１月２１日(水)午後４時３０

          分必着 

（２）提出方法 質問書（様式第６号）を電子メールで「９ 提出先」に提出する 

こと。 

（３）回答方法 質問に対する回答は、提出された全ての質問とその回答をまとめ 

て、本市ウェブサイトに掲載する。 

なお、質問した事業者名は公表しない。 

 

  ＜参加表明書の提出＞ 
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   「３ 応募の資格要件」要件を満たし、本プロポーザルに参加する場合は、次のとお

り参加表明書を提出すること。 

（１）提出期限 令和８年１月２６日（月）午後４時３０分必着 

（２）提出方法 持参又は郵送 

持参の場合は、平日の午前９時から午後４時３０分までとする。 

（３）提出先  「９ 提出先」に提出のこと。 

（４）提出部数 １部         

（５）提出書類 書類は次の順に並べ、クリップ等でまとめて提出すること。 

 

書類の名称 留意事項 

公募型プロポーザル参加表明書 

（様式第１号） 
 

実績確認書（様式第３号） 

本業務と同様の事業について、参加表明書提出日か

ら過去５年間において自治体との契約実績を３０

以上記載すること 

① 事業者概要（任意様式） パンフレット等事業者の業務内容がわかるもの 

② 登記簿謄本又は登記事項全部 

証明書（その他の団体等で法人登記

がない場合は、定款その他の規約） 

応募時点で発行から３か月以内のもの、写し可 

③ 宇部市が課税する全ての税につ

いて未納の額がないことがわかるも

の（ただし、会社設立１年未満のため、

証明書が発行されない等の場合は、そ

の旨を記載した理由書（様式自由） 

応募時点で発行から１か月以内のもの、写し可 

④ 法人税と消費税及び地方消費 

税の未納の額が無いことがわかるも

の（納税証明書その３の３でも可） 

応募時点で発行から１か月以内のもの、写し可 

共同事業体結成協定書兼委任状 

（様式第４号） 
共同事業体を結成して応募する場合のみ 

共同事業体連絡先一覧 

（様式第５号） 
共同事業体を結成して応募する場合のみ 

⑤ プライバシーマーク制度の認定

を証する書類 
写し可 

※共同事業体を結成して応募する場合、上記書類①～⑤は、共同事業体のすべての構

成団体について提出すること。 

（６）参加決定 上記書類に基づき参加資格の選定を行い、結果を通知する。 

 

＜企画提案書等の提出＞ 

   参加資格結果通知にて参加資格を有した者は、次のとおり必要書類を提出すること。 

（１）提出期間 令和８年１月２９日(木)から令和８年２月９日(月)午後４時３０分

     必着 
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（２）提出方法 持参又は郵送  

持参の場合は、平日の午前９時から午後４時３０分までとする。 

（３）提出先  「９ 提出先」に提出のこと。 

（４）提出部数 正本１部 

副本５部（正本のコピー。正本にカラー印刷を含む場合は、副本も 

カラー印刷とすること。） 

（５）提出書類 書類は次の順に並べ、１部ごとにクリップ等でまとめて提出する 

こと。 

 

書類の名称 留意事項 

企画提案書 

（様式第２号、様式第２－１号） 

財務状況・運営体制・業務対応・装置性能などにつ

いて具体的に記載すること 

① 直近２年の貸借対照表及び損益 

計算書 
写し可 

受信センターの有資格者の資格が確

認できる資格者証の写し 
保健師、看護師、介護福祉関係等の資格者証の写し 

見積書（様式第９号） 消費税及び地方消費税を含む額とする 

※共同事業体を結成して応募する場合、上記書類①は、共同事業体のすべての構成 

団体について提出すること。 

 

  ＜企画提案に関する質疑＞ 

   市から企画提案に対する質疑を通知するので、次のとおり質疑の回答書を提出するこ

   と。 

  （１）提出書類   回答書（様式第７号） 

  （２）質疑通知期間 令和８年２月１０日（火）から令和８年２月１２日（木） 

  （３）提出期限   令和８年２月１６日（月） 午後４時３０分必着 

  （４）提出方法   電子メールで「９ 提出先」に提出すること。 

 

  ＜参加辞退＞ 

   参加表明書の提出後、本プロポーザルへの参加を辞退する者は、辞退届を次の方法で

提出すること。なお、この場合は、その他の事業において不利益を被ることはないもの

とする。 

（１）提出書類 辞退届（様式第８号） 

（２）提出期限 令和８年２月１３日（金） 午後４時３０分必着 

（３）提出方法 持参又は郵送 

持参の場合は、平日の午前９時から午後４時３０分までとする。 

（４）提出先  「９ 提出先」へ提出すること。 

 

  ＜応募にあたっての留意事項＞ 

（１）プロポーザルに要する経費及び提出に係る費用は、全て応募者の負担とする。 

（２）市が必要と認めるときは、追加書類の提出を求める場合がある。 

（３）企画提案書は１事業者につき１案とする。 
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（４）提出期限後の企画提案書の修正又は変更は、原則として認めない。 

（５）企画提案書など、本業務のプロポーザルに係る全ての提出物は返却しない。 

（６）提出された企画提案書等は、委託先の選定のために使用するものとし、公表し 

ないが、情報公開請求があった場合、宇部市情報公開条例に基づき公開すること 

がある。 

（７）通信障害等によって電子メール等の未着が生じた場合において、本市はいかな 

る責任も負わない。 

（８）次のいずれかに該当する場合は失格とする。 

ア 応募の資格要件を満たさなかった場合 

イ 企画提案書等が提出期限までに提出されなかった場合 

ウ 提出書類に虚偽の記載があった場合 

エ 選定の公平性を害する行為があった場合 

オ 前各号に定めるもののほか、著しく信義に反する行為があった場合 

 

５ 委託先の選定方法 

（１）選定日  令和８年２月１７日（火） 

        ※時間については、別途通知します。 

（２）場所   宇部市役所市民交流棟２階 会議室Ｃ（控室：本庁舎１階 １－４相談 

        室） 

（３）開催方法 応募団体によるプレゼンテーション方式 

（４）所用時間 ４５分程度（応募者からの説明３０分、質疑応答１５分） 

 

６ 選定方法及び審査項目 

（１）宇部市見守り安心コールサービス事業業務委託に係る受託候補者選定委員会（以下

「選定委員会」という。）において、応募団体から提出された書類審査とプレゼンテー

ションに基づき選定する。 

（２）審査項目は下記のとおりとし、提出された企画提案書及びその他選定書類で審査項

目を満たしているかを判断する。また、内容に不明な点があれば、適宜、質疑応答を

行う。 

 

審査項目 

１ 事業所概要 

２ 受信センターの体制 

３ 受信センターの対応 

４ 緊急通報装置に関すること 

５ 個人情報の管理 

６ 提案価格 

７ その他 

※上記審査項目について選定委員が採点を行い、選定委員の平均が４割未満の項目が

ある場合、または合計得点が５割未満の場合は採用しない。 

なお、同点の場合は、見積金額の低い応募者を第１受託候補者として選定する。 

※応募者が１事業者の場合も参加資格を満たしていた場合は審査を実施し、審査項目
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を満たしていた場合はその者を受託候補者とする。 

（３）選定結果の通知 

選定結果は、令和８年２月２０日（金）に、企画提案書の提出のあった全ての事業

者に書面による通知で行い、併せて市ウェブサイトにも掲載する。する。なお、選考

結果についての異議申し立てがあれば、別途通知する期限までに申し出るものとす

る。 

 

７ 契約 

（１）契約書作成に要する経費は、受託者の負担とする。 

（２）契約保証金は、宇部市財務規則（昭和４４年４月１日規則第４号）第９８条及び 

第９９条の規定による。 

 

８ 応募にあたっての留意点 

（１）必要に応じ追加資料を求める場合があります。 

（２）提出された書類は、原則として返却しません。 

（３）応募に係る費用は、すべて応募者の負担とします。 

 (４) 提出書類に虚偽の内容を記載した場合、又は「３応募の資格要件」に該当しないと認

められた場合は、応募を無効とします。 

（５）応募受付後に辞退する場合は、辞退届（様式第８号）を提出してください。 

 

９ 提出先 

〒７５５－８６０１ 

宇部市常盤町一丁目７番１号 

宇部市健康福祉部 高齢福祉課 高齢福祉係 

担当 田坂 

ＴＥＬ （０８３６）３４－８３０２  

ＦＡＸ （０８３６）２２－６０２６ 

Ｅ-mail   t-kourei@city.ube.yamaguchi.jp 
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【別表】審査項目 

審査項目 配点 評価内容（提出書類も対象となります。） 

１ 事業所概要 ５ 経営状況について 

５ 事業実績について（契約規模、県内実績等） 

小 計 １０  

２ 受信センタ

ーの体制 

５ 職員体制について（有資格者の配置状況等） 

５ 受信センター職員の研修実施状況について 

５ 回線数やシステムの運用状況について 

５ バックアップ体制について（バックアップセンターの設

置場所、設置数、職員体制及び回線数など） 

小 計 ２０  

３ 受信センタ

ーの対応 

５ 緊急通報業務及び相談業務について 

５ お伺い電話業務について 

５ 災害時対応業務について（情報伝達体制や安否確認方

法、安否確認が取れない時の対応等） 

５ その他取組について（電話での対応が困難な方への対応

や無応答時の対応など、自社で工夫していること） 

小 計 ２０  

４ 緊急通報装

置に関するこ

と 

５ 設置時の体制（利用者への取り扱い説明方法や工事等） 

５ 撤去・故障等異常時の体制について 

５ 安否確認センサーの機能について 

（効果的な見守りが可能か、誤報対策など） 

１０ 緊急通報装置及び固定電話回線不要の緊急通報装置につ

いて 

（高齢者等にとって操作しやすい装置となっているか、

家内のどこにいても対応できる装置か） 

小 計 ２５  

５ 個人情報の

管理 

５ 情報セキュリティ対策について（データの授受、保管、

廃棄等の管理方法、アクセス管理、ログ管理、セキュリ

ティ管理体制等） 

小 計 ５  

６ 提案価格 １０ 提案金額について 

７ その他  １０ セールスポイント、本市における有効な独自提案及び利

用料の徴収体制について（業務内容の範囲内で有効な独

自提案、利用料の滞納があったときの対応など） 

合 計 １００  

 


